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〇委員からの主な意見等

・パーテーションは状況、環境に応じて設置すればよい。マスクをしていれば窓口業務には必
要ないと思う。食事提供をする場には良い

事業
終期

まち・ひと・しごと創生有識者会議における効果検証結果

事業名
事業実施内容

（①目的・効果、②経費内容、③積算根拠、④事業の対象）
事業
実績額

交付金
充当額

事業
始期

事業
終期

庁舎執務スペースパーテー
ション設置

①庁舎等の執務スペースの机上にパーテーションを設置し、職員が感染していた場合の拡大リスクを
低減する。
②パーテーション購入費
③301枚×5,500円
④賀陽庁舎、加茂川庁舎、吉備高原総合調整事務所、水道事業所、小・中学校

1,655 1,655 R3.6 R3.7

給食費免除

①コロナウイルス感染症などにより所得が減少したり行動制限を受けている子育て家庭支援を行うも
の。
②給食費に係る賄材料費
③年間賄材料費　50,116,000円
④小中学校１０校、児童生徒663名分

50,116 〇委員からの主な意見等

負担の大きい子育て世代の負担軽減を図ることが出来た点で有益だと思う。また、対象を制
限しなかったところが良い。

事業名
事業実施内容

（①目的・効果、②経費内容、③積算根拠、④事業の対象）
事業
実績額

交付金
充当額

事業
始期

①②
町内での消費が冷え込む中、独自の緊急対策として町内加盟店で使える町商工会が発行する「ベ
リーぐっどカード」(ICカード)に１人あたり10,000円分のポイントを付与し、全町民へ発行・交付すること
で、個人消費の拡大と地域経済の活性化を図る。（期間：
③
・職員手当等　11,076円
・需用費　　　　封筒等事務用品　　103,092円
・役務費　　　　郵便料　375,441円
　　　　　　　  　データ作成手数料　302,500円
・委託料　　　　事務委託料　536,580円
・負担金補助及び交付金　99,164,488円
④全町民

100,493 100,482 R4.1 R4.11

28,665 R3.4 R4.3

新型コロナウイルス感染症
対策給付金事業

〇委員からの主な意見等

給付いただいた身としては非常にありがたいものであったのですが、所得に関わらずの給付と
いうことで不平等感を感じる声は少なからず聞きました。
またこれらの給付による経済効果は検証を行っておくことで、今後の緊急時のデータとして活
用できるのではないでしょうか。

ポイントを付与された側から見れば、低所得者には大変ありがたいが、高額所得者には
10,000円では大してありがたくないのか。使用率が92.49％で100％でないのはなぜか。町内で
は買うものがないということか。付与されたことを知らなかったのか。

町内加盟店で使えるポイントで還元したことで、今まで他の市町で使っていた部分も町内事業
者に還元されることはとても意味のあることだと思う。

町独自の取組みとして大変評価できるが一部の商品には使えないと聞いた。理由はあると思
うが、生活・暮らしにかかわるものは対象とすべきだと感じる。



③地域経済の支援
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⑤公共施設の安心安全確保
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〇委員からの主な意見等

・一定の給付金よりも用途の判断しやすい助成だと思います。
・光熱費は事業主でコントロール可能な部分と考える。

新型コロナウイルス感染症
対策小規模事業者光熱費

助成事業

①②
新型コロナウイルス感染症の影響を受けた小規模事業者に対し、光熱費を助成する。
③
・負担金補助及び交付金 　7,575,153円
　　上限30,000円/月×２か月<8～9月分>×158事業所
④事業者等

7,576 7,575 R3.10 R4.3

・農家、特に畜産関係への助成金等の制度を確立してください。（餌代の高騰は死活問題）

交通事業者経営支援事業

①②
町内のタクシー及び観光バス事業者は、生活や経済活動を支える重要な移動手段であるが、新型コ
ロナウイルス感染症の影響により利用者が大幅に減少し、いずれの交通事業者も事業の存続が危ぶ
まれる厳しい経営状況となっていることから、経営の継続と十分な感染症防止対策が実施できるよう
支援を行う。
③車両の維持に係る経費
・大型バス　210,000円×5台＝1,050,000円
・中型バス　180,000円×4台＝720,000円
・小型バス　150,000円×4台＝600,000円
・タクシー　　160,000円×13台＝2,080,000円
④町内交通事業者

4,450 4,450 R3.10 R3.12

〇委員からの主な意見等

事業名
事業実施内容

（①目的・効果、②経費内容、③積算根拠、④事業の対象）
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事業実施内容

（①目的・効果、②経費内容、③積算根拠、④事業の対象）
事業
実績額

交付金
充当額

事業
始期

事業
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〇委員からの主な意見等

・感染予防は必要であるが無菌化の過剰な予防対策は、感染を通して免疫を獲得し、自己免
疫力を高めていく本来の生体防御の形成を阻害しかねず、そのメリット・デメリットのエビデン
スは示されておらず、評価が難しい。幼・保・こども園施設整備事

業

①新型コロナウイルス感染症対策を徹底することにより、保育・教育環境の充実を図り、子どもを安心
して育てることができる体制整備を行うことを目的とする。
②検温器購入、網戸修理、パーテーション取付工事、消毒用アルコール購入
③事業費　2,313,520円【町内7園（公立6園、私立1園）とキッズパーク、子育て支援センターの積み上
げによる
【内訳】
・検温器　4台×250,000円＝1,000,000円
・網戸修繕2園　608,080円
・パーテーション取付工事　400,000円
・消毒用アルコール　8セット×6,160円＝49,280円
・私立こども園間接補助負担金　256,160円（検温器250,000円＋消毒用アルコール6,160円）
④町内幼稚園・保育園・認定こども園・キッズパーク・子育て支援センター

2,304 R3.9 R4.3

事業名

2,314



⑥行政のIT化
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〇国庫補助事業

交付金
充当額

事業
始期

事業
終期

効果検証結果

6,976 R4.1 R5.3

〇委員からの主な意見等

・マイナカード取得に効果はあったが、そもそも全ての個人情報をひとつのカードに紐づけ一
元化することのリスクは検証されていない。最近多数の誤登録と個人情報の漏洩が発覚して
いる。欧米諸国ではデジタル技術を活用し情報を集積する際、分散してリスクを回避する手法
がとられている。個人情報一元化によるカード紛失のリスクを考えているのか。ポイント付与で
前のめりになっていないか。

・もう少し周知が必要。高齢者には理解ができてない部分が大きい。イラスト等による説明が
必要だと思います。

1,920

2,647 R4.3 R4.5

R4.2
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R3.7

R4.3
保育対策総合支援事業費

補助金

①新型コロナウイルス感染症対策を徹底することにより、保育・教育環境の充実を図り、子どもを安心
して育てることができる体制整備を行うことを目的とする。
②コロナ感染防止対応用人件費、検温器購入、網戸修理、防炎絨毯購入、屋外用テント購入
③事業費　2,188,264円【町内5園（公立4園、私立1園）
【内訳】
・人件費　450,000円
・検温器　3台×250,000円＝750,000円
・網戸修繕1園　400,000円
・防炎絨毯　88,264円
・私立こども園間接補助負担金　500,000円（人件費92,000円+屋外用テント408,000円）
④町内保育園・認定こども園

2,188 1,094 R3.4

公立学校情報機器整備費
補助金

（GIGAスクールサポーター配置支援事業）

①ＧＩＧＡスクール構想により、ＩＣＴ機器を活用したオンライン学習等ができるように教職員に活用の指
導、環境整備を行うもの。
②サポーター派遣業務委託料　4,800,000円
③30,000円×20日×8月
④町内小中学校

4,800

事業実施内容
（①目的・効果、②経費内容、③積算根拠、④事業の対象）

事業
実績額

マイナンバーカード普及促
進

①新型コロナウイルス感染症により、広く地域経済が影響を受けている中、地域における消費の喚起
とマイナンバーカードの普及促進を図るため、プリペイドカードを交付する。
②プリペイドカード購入費
③8,000人×2,000円＝16,000,000円
④令和5年2月28日までにマイナンバーカードを保有した人、又は申請した人

16,000

（感染症対策等の学校教育活動継続支援事業）

①新型コロナウイルス感染症の影響が長期化することが見込まれる中、学校において教育活動を継
続していく上で必要な感染症対策等を行い、子どもの健やかな学びを保障するため、必要な支援を実
施する。
②エアコン設置工事費　5,294,160円
③補助対象経費上限１校あたり90万円
　　90万円×10校＝900万円
④町内小中学校

5,294
学校保健特別対策事業費

補助金

事業名


